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個人情報保護セミナーについて

• 2020年・2021年改正個人情報保護法―2022年4月1
日施行（地方関係は2023年4月1日）

• これまでは、①例会では主として改正個人情報保護
法、②専門研究部会セミナーでは主として顧問の先
生方の専門領域の問題を取り上げてきた。

• これからは、①と②を統合して個人情報保護セミナー
とし、個人情報保護の問題を多面的に取り上げる予
定である。

• 要望・意見等をお寄せください。



第3回個人情報保護セミナー
改正電気通信事業法の概要とクッキーに関する規律

•講師：板倉 陽一郎 先生先生

•ひかり総合法律事務所 パートナー弁護士

•その他多数の肩書あり



電気通信事業法（1985年4月1日施行）

•公衆電気通信法は、その第1条で「この法律は、日本電信電話公社
及び国際電信電話株式会社が迅速且つ確実な公衆電気通信役務
を合理的な料金で、あまねく、且つ、公平に提供することを図ること
によって、公共の福祉を増進することを目的とする」と述べ、国内、
国際において電電公社及び国際電信電話株式会社が独占的に事
業を提供することを規定していた。

• 1980年代前半の通信自由化の要請が強まり、その根拠法として、電
気通信事業法（1984（昭和59）年12月25日法律第86号）が、公衆電
気通信法に代わり新たに制定された。1985年4月1日施行。

•公衆電気通信法、第4条で「検閲の禁止」、第5条で「秘密の確保」規
定



電気通信事業法の「検閲の禁止」・「秘密の保護」

• （検閲の禁止）

•第三条 電気通信事業者の取扱中に係る通信は、検閲してはならな

い。

• （秘密の保護）

•第四条 電気通信事業者の取扱中に係る通信の秘密は、侵して

はならない。

• ２ 電気通信事業に従事する者は、在職中電気通信事業者の取

中に係る通信に関して知り得た他人の秘密を守らなければなら

ない。その職を退いた後においても、同様とする。



日本国憲法の「検閲の禁止」「通信の秘密の不可侵」

•第２１条 集会、結社及び言論、出版その他一切の表現の自由は、

これを保障する。

• ２ 検閲は、これをしてはならない。通信の秘密は、これを侵して

はならない。



電気通信事業法の罰則

• 第179条 電気通信事業者の取扱中に係る通信（第百六十四条第三項に
規定する通信並びに同条第四項及び第五項の規定により電気通信事業
者の取扱中に係る通信とみなされる認定送信型対電気通信設備サイ
バー攻撃対処協会が行う第百十六条の二第二項第一号ロの通知及び認
定送信型対電気通信設備サイバー攻撃対処協会が取り扱う同項第二号
ロの通信履歴の電磁的記録を含む。）の秘密を侵した者は、二年以下の
懲役又は百万円以下の罰金に処する。

• ２ 電気通信事業に従事する者（第百六十四条第四項及び第五項の規定
により電気通信事業に従事する者とみなされる認定送信型対電気通信
設備サイバー攻撃対処協会が行う第百十六条の二第二項第一号又は第
二号に掲げる業務に従事する者を含む。）が前項の行為をしたときは、三
年以下の懲役又は二百万円以下の罰金に処する。

• ３ 前二項の未遂罪は、罰する。



郵政省「電気通信事業個人情報保護ガイドライン」
（1991年9月）

• 郵政省電気通信局「電気通信事
業における個人情報保護に関す
る研究会」報告（1991年8月）

• 郵政省電気通信局長「電気通信
事業における個人情報保護に関
するガイドライン 」（1991年9月）

• 郵政省電気通信局監修・電気通
信事業における個人情報保護に
関する研究会編『電気通信とプ
ライバシー保護』（第一法規、
1991年）
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「通信の秘密保護対象」と「個人情報保護対象」
（『電気通信とプライバシー保護』（1991年）の図解）



総務省作成資料https://www.soumu.go.jp/main_content/000797453.pdf

https://www.soumu.go.jp/main_content/000797453.pdf

